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要旨：本稿は，主に塩害劣化した複数のコンクリート構造物から構成される港湾施設に対し

て，供用期間中の維持補修コストが最小となる維持補修計画を導き出す一手法を示したもの

である。また，検討の過程で得られた劣化度判定，劣化進行予測，補修計画選定およびコス

ト算定に関する今後の検討課題についても示した。 
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1. はじめに 

 港湾施設は，規模が大きくなると建設年の異

なった複数の構造物で構成されることが多く，

環境条件や使用条件も異なるため，劣化の進行

は構造物ごとに異なってくる。したがって，こ

のような施設の性能評価は構造物ごとに行うこ

とになり，現状の事後保全をもとにした維持管

理手法では対策案も構造物ごとの個別対応とな

る。このため，補修時期，補修方法，補修範囲

等の設定を含む適切な維持補修計画の立案にあ

たっては，施設の費用対効果を最大とするため

に，供用期間中の施設全体に要する維持補修コ

ストが小さく，かつ無理のない計画が求められ

ている。本稿では，主に塩害劣化した複数のコ

ンクリート構造物から構成される港湾施設に対

して，外観目視調査の結果から，劣化診断，劣

化進行予測および補修計画選定とコスト算定等

を行い，コスト最小となる維持補修計画を導い

た。また，この過程の中で得られた知見および

今後の課題を抽出した。 

 

2. 検討概要 

2.1 対象構造物 

 対象とした港湾施設を図－1 に示す。この施設

は，桟橋，ドルフィン，渡橋橋脚の構造物で構

成され，建設から 15～34 年経過したものが混在

していた。なお，本検討では，RC 部分を対象と

し，鋼管杭，鋼製部材は対象としていない。 

2.2 維持補修計画の考え方 

(1) 供用期間 

 本検討では，調査時から 25 年経過時を機能的

あるいは経済的耐用限界 1) と考え，何らかの改

良が必要な状態とした。また，供用期間は今後

25 年とした。 

(2) 要求性能 

 本検討では，｢安全性能｣｢使用性能｣｢第三者影

響度に関する性能｣｢美観・景観｣｢耐久性能｣の要

求性能 2) のうち，｢安全性能｣と｢使用性能｣を重

視した維持管理を行うこととした。 

(3) 維持補修費用（コスト） 

 本検討では，補修時期，補修方法，補修範囲
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図－1 対象港湾施設内の構造物 
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等の維持補修計画を設定して，できるだけコス

ト最小に努めることとした。また，無理のない

維持補修計画とするため，各年度毎の維持補修

費をできるだけ平滑化することとした。 

 

3. コスト最小の維持補修計画の検討 

 検討手順を表－1 に示す。本手順は 2.2 を踏ま

え，既報告の手順 3) を一部改良したものである。 

3.1 調査診断 

(1) 外観目視調査の結果 

 目視や打音により各構造物の上面を除く全域

の劣化損傷状況をスケッチや写真に記録した。

P1 の劣化状況を図－2 に示す。P1 は建設後 34

年が経過し，設計かぶりが 10cm，H.W.L から底

面までの距離が 0.8m であり，ひび割れや浮き，

はく離等の変状が側面と隅角部に集中していた。

底面は常時湿った状態にあるものの目立った変

状は認められなかった。その他のドルフィンに

おいても同傾向であった。 

(2) 劣化度判定 

 劣化度判定は図－3 のように構造物を分割し

た部材毎に，筆者らが設定した表－2 に示す劣化

度判定基準 3) に従って，劣化度０～Ⅴの 6 段階

に判定した。ここで，使用制限が必要と思われ

る時点（劣化度Ⅴ部材が発生した時点）を安全

性能低下開始，耐荷力低下が開始した時点（劣

化度Ⅳ部材が発生した時点）を使用性能低下開

始と仮定した。 

(3) 劣化度分布割合の把握 

 各構造物の上面を除く全域を 100％とした分

割部材数に対する劣化度部材の占める割合（以

下，劣化度分布割合と称す）として把握した。 

3.2 劣化進行予測 

 現状の劣化度分布割合から経過年数と遷移確

率で表現するマルコフ連鎖を用いた劣化進行モ

デルを用いて将来の劣化度分布割合を算出した。

用いた劣化進行モデル 3) は，土木学会が示す塩

化物イオン濃度拡散式 4) や鉄筋腐食断面減少率

の推定 5) をもとに各劣化度の期間比率を推定し，

各劣化度の期間に対応した重みを遷移確率に与

える方法を適用したものである。 

一例として P1 の劣化進行予測結果を図－4 に

示す。ここで，安全性能や使用性能が低下開始

する時点を劣化度Ⅳや劣化度Ⅴの曲線が点線
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図－2 P1 の劣化損傷スケッチ 
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図－3 部材の分割例 

表－1 維持補修計画の検討手順 

調査診断
外観目視調査，劣化度判定，劣化度分布割合の把握

劣化進行予測
経過年数調査，遷移確率設定

補修優先順位決定
便益算定・構造物の重要度設定，要対策年決定

維持補修計画選定
補修時期・補修方法・補修範囲を設定

予算計画策定
計画的な年度予算を抽出
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（全部材から 1 部材を引いた割合）と交差する

時点に設定した。同様にして全構造物に対し，

安全性能や使用性能の低下開始時点を求めた。

これらを整理したのが図－5 である。この図から

各構造物の性能低下開始時期は一目瞭然である

が，構造物の重要度を考慮して補修優先順位を

決定する必要がある。 

3.3 補修優先順位の決定 

 補修優先順位決定の手順を図－6 に示す。補修

優先順位は対策が必要となる時期 y（以下，要対

策年と称す）の早さによって決定した。要対策

年は使用性能低下開始年 a から安全性能低下開

始年 b までの期間で設定し，各構造物の重要度

α（0＜α≦1）に応じて式(1)から求めた。すな

わち，重要度が 1 の場合には使用性能低下開始

年に必ず対策を行うものとし，重要度が小さく

なるにつれて安全性能低下開始年まで対策時期

を先送りすることができると考えた。 

( )abb －－α　=y  (1) 

ここで，各構造物の重要度は第 1 バース：第 2

バース：第 3 バース：渡橋橋脚＝1：0.8：0.2：1

とした。これらの結果を要対策年の早い順に並

び替え，要対策年が供用期間内にある構造物に

対して維持補修計画を検討した。 

表－2 劣化度判定基準 

０ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ

なし
コンクリート表面に
点錆が見られる
（鉄筋腐食発生）

一部に錆汁が見られ
る

錆汁多し 浮き錆多し 浮き錆著しい

なし なし
露出した鉄筋が数箇
所見られるが，断面
減少は見られない

鉄筋の腐食が見ら
れ，5%未満の断面減
少が見られる

鉄筋の腐食が著し
く，5～20％未満の断
面減少が見られる

鉄筋の腐食が著し
く，20％以上の断面
減少が見られる

床
版

なし
1方向にひび割れが見
られる

2方向に幅1mm未満の
ひび割れが見られる

2方向に幅1～3mm未満
のひび割れが見られ
る

2方向に幅3mm以上の
ひび割れが見られる

－

梁 なし
軸直角方向にひび割
れが見られる

軸方向に幅1mm未満の
腐食ひび割れが見ら
れる

軸方向に幅1～3mm未
満の腐食ひび割れが
見られる

軸方向に幅3mm以上の
腐食ひび割れが見ら
れる

－

なし なし
遊離石灰の溶出が数
箇所見られる

遊離石灰の溶出が広
い範囲に見られる

－ －

なし なし
20%未満の小規模な浮
き，剥離・剥落が見
られる

20～50%未満の浮き，
剥離･剥落が見られる

50～70%未満の浮き，
剥離･剥落が見られる

70%以上の浮き，剥
離･剥落が見られる
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図－4 P1 の劣化進行予測結果 
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3.4 維持補修計画案の策定 

 維持補修計画案の策定にあたり，補修範囲は

マクロセル腐食による再劣化の危険性等を考え

全面とした。また，補修時期は要対策年より前

になるよう設定し，補修方法は各劣化度に応じ

た標準的な工法 4) から組み合わせて選定した。

今回検討した補修方法を表－3 に，期待される補

修効果を表－4 に示す。ここで，断面修復の耐用

年数は補修前の遷移確率を用いた劣化進行予測

により推定し，表面塗装や FRP 接着の性能低下

は耐用年数まで考慮しないものとした。 

 これらに基づいて，P1 の維持補修計画メニュ

ーを表－5 のように 5 ケース設定した。計画 1

と計画 2 は補修方法を同じにして補修時期を比

較した。計画 3～5 は補修方法を比較した。 

 P1 の維持補修計画選定結果を図－7 および図

－8 に示す。図－7 は要求性能低下範囲の割合と

経過年数との関係を示している。図中の太点線

は対策を必要とする時点，すなわち，全部材の

うち１部材が要求性能を下回る時点（以下，維

持管理レベルと称す）を示している。ここで，

要求性能低下範囲の割合は構造物の劣化度Ⅳ以

上の占める割合とした。ただし，使用性能低下

開始直前に断面修復のみを施す計画 2 について

は，1 回目の補修時に既に鉄筋断面が減少してい

る部分が多いと考え，2 回目以降の補修は鉄筋断

面が減少する前に再補修を施すこととし，劣化

1-MD1 19 39 1 19 P4 0
1-MD2 23 45 1 23 P1 4
1-MD3 33 58 1 33 P5 7
1-MD4 19 39 1 19 3-MD2 9
1-BD1 12 28 1 12 1-BD1 12
1-BD2 18 42 1 18 3-MD1 14
2-MD1 29 49 0.8 33 P2 14
2-MD2 29 49 0.8 33 1-BD2 18
2-MD3 22 37 0.8 25 並び替え 1-MD1 19
2-MD4 38 62 0.8 42 1-MD4 19
2-BD1 27 44 0.8 30 1-MD2 23 供用期間

2-BD2 22 37 0.8 25 2-MD3 25 25年

2-LP(床) 31 53 0.8 35 2-BD2 25
2-LP(梁) 28 51 0.8 32 P3 27
3-MD1 6 17 0.2 14 2-BD1 30
3-MD2 0 12 0.2 9 2-LP(梁) 32
3-BD1 28 53 0.2 48 1-MD3 33
3-BD2 24 47 0.2 42 2-MD1 33
P1 4 13 1 4 2-MD2 33
P2 14 29 1 14 2-LP(床) 35
P3 27 47 1 27 2-MD4 42
P4 0 0 1 0 3-BD2 42
P5 7 19 1 7 3-BD1 48
※表内の年数は調査時からの経過年数

構造物名

補
修
計
画
の
検
討

点
検
維
持
管
理

構造物名 重要度 要対策年
使用性能

低下開始年
安全性能

低下開始年
要対策年

 
図－6 補修優先順位決定の手順 

表－3 補修方法 
記号

A 大断面修復＋補強鉄筋＋FRP接着

B 大断面修復＋FRP接着

C 大断面修復＋表面塗装

D 大断面修復

E 小断面修復＋電気防食

補修方法

 
表－4 補修効果 

補修方法 耐用年数 補修効果

大断面修復 再予測 劣化度が健全に回復

小断面修復 再予測 回復なし（準備工）

表面塗装 15年

電気防食 20年注)

FRP接着 30年

注）配電設備の耐用年数

耐用年数まで
劣化度の進行なし

 
表－5 P1 の維持補修計画 

計画 補修方法 補修時期 補修範囲

1 D 翌年

2 D 3年後,17年後

3 B 3年後

4 E 翌年,21年後

5 C 翌年,16年後

全面
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度Ⅲ部材発生直前に対策を施すこととした。 

図－8 は計画 1 を基準にした補修費比率と経

過年数との関係を示している。ここで，補修費

の算出にあたっては既往の文献 6) に示す劣化度

に応じた総面積に対する補修必要面積および補

修単価を用いた。この図からこの構造物におい

ては，供用期間 25 年までのコストでは計画 1 が

最小となる計画であることがわかる。各構造物

に対して，このような維持補修計画選定を行う

ことにより，施設全体のコスト最小となる維持

補修計画が決定できる。 

3.5 予算計画の検討 

 各構造物に対してコスト最小の維持補修計画

選定を一義的に行うと，補修時期を調査後早い

時期に設定する計画が選定される傾向にある。

しかし，一方で年度予算を考慮に入れた無理の

ない維持補修計画を検討することも現実に重要

な課題である。そこで，維持補修費を平滑化し

た上で年度予算を設定し，総予算がコスト高と

ならないように計画することとした。 

年度予算計画策定のために比較検討した維持

補修計画を表－6 に示す。比較検討した計画は，

各構造物に対して調査の翌年に補修するコスト

最小を検討した計画Ⅰ，要対策年の前年に順次

補修を実施する計画Ⅱ，および，P4，P1，P5 を

調査の翌年に補修し，その 5 年後から単年度ご

とに順次補修を実施する計画Ⅲとした。なお，

計画Ⅲで P4，P1，P5 を調査翌年としたのはそれ

以降では補修方法が B となり，コスト高となる
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図－7 P1 の性能低下曲線 
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図－8 P1 のコスト算定結果 

表－6 予算計画策定のための維持補修計画 

P4 A/1 A/1 A/1
P1 D/1 B/3 D/1
P5 D/1 B/6 D/1
3-MD2 C/1,16 B/8 B/5
1-BD1 D/1 D/11 D/6
3-MD1 D/1 B/13 B/7
P2 D/1 D/13 D/8
1-BD2 D/1 D/17 D/9
1-MD1 D/1 D/18 D/10
1-MD4 D/1 D/18 D/11
1-MD2 D/1 D/22 D/12
※表内は 補修方法/補修実施年　を示す

計画Ⅲ計画Ⅰ構造物名 計画Ⅱ
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ためである。また，5 年後から順次補修としたの

は上述と同様に 1-BD1 を 6 年後以降に実施する

と補修方法が B となるためである。 

 予算計画策定の結果を図－9 および図－10 に

示す。図－9 は計画Ⅰの全補修費を基準とした単

年度の補修費比率（年度予算計画比率）と経過

年数との関係を示している。図－10 は計画Ⅰの

全補修費を基準とした補修費比率の累計（総予

算計画比率）と経過年数との関係を示している。

ただし，インフレ率を考慮していない。この図

から総予算がコスト最小となる計画は計画Ⅰと

なるが，要対策年まで待ってから補修を実施す

る計画Ⅱでは総予算が 17％のコスト高となり，

比較的早い時期に補修を実施する計画Ⅲでは総

予算が 3％のコスト高で抑えることができる。 

 

4. 今後の課題と方向性 

4.1 劣化度判定基準について 

 維持補修計画を検討する際は，対象構造物の

現状における劣化度を的確に把握し，その劣化

度に応じて要求性能の低下度合を判断すること

が非常に重要となる。本稿では，前述した表－2

のように外観目視調査による劣化度に応じて各

種性能が低下開始するものと想定した。しかし，

これらの関係は桟橋上部工を対象に仮定したも

のであり，設置環境や使用環境が異なる各種構

造物ごとに多少異なることが予想される。今後，

多くの調査記録を収集整理することにより，表

－2 の精度向上に努めることが必要である。 

4.2 補修必要面積と補修単価について 

 コスト最小の維持補修計画を選定する際に，

補修必要面積と補修単価を設定する必要がある。

本検討では既往の文献 6) に従って設定した。補

修必要面積はマクロセル腐食や施工不具合等の

補修後の再劣化を考慮した設定方法の確立が課

題である。また，補修単価はできるだけ実施工

費に近づくような設定に努め，各種補修効果の

明確化が課題である。 

4.3 便益算定手法の必要性について 

 年度毎に平滑化された予算計画を策定する際

には，補修優先順位を決定する必要がある。本

検討では各構造物の重要度を設定して補修優先

順位を決定した。各構造物の重要度を定量的に

設定するには，各構造物の便益を査定する必要

がある。また，便益算定が適確に実施されるな

らば，本稿で提案した手法は地域の異なる施設

毎での補修優先順位を決定する際にも活用でき

ると考えられる。 

 

5. まとめ 

 本稿では，主に塩害劣化した複数のコンクリ

ート構造物から構成される港湾施設に対して，

供用期間中のコスト最小となる維持補修計画を

導き出す手順の一例を示した。今後，抽出した

検討課題を解決し，さらに多くの調査事例を収

集して精度向上に努めることで，汎用性の高い

港湾施設アセットマネジメントシステムの構築

に繋げたい。 
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